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　2000年6月の南北首脳会談以降の朝鮮民主主義人民共和

国（以下、北朝鮮）の国際関係をみると、ヨーロッパ連合

（EU）の殆どの国が北朝鮮と国交を正常化するなど、国際

社会との親善関係が増大している。しかし一方で、北朝鮮

の「核・ミサイル」や通常戦力の脅威を重視し、ミサイル

防衛（MD）構想を実現しようとするブッシュ米政権と、

いわゆる「日本人拉致疑惑」問題などが未解決で残ってい

る日本政府が、北朝鮮と関係を正常化させる展望はまだ不

透明である。

　今後北朝鮮が政治・外交・経済などの面でどのような政

策を取り上げるかは北東アジアの将来に非常に重要な影響

を及ぼす。中でも、経済政策の内容が焦点になる。北東ア

ジアにおいて北朝鮮の経済安定と成長は、それ自体が同地

域の安全性を高めることになる。また、近年、北朝鮮は国

際金融機構への加入に積極的な姿勢を示しており、資本主

義圏からの開発資金導入に対して真剣に考えているようで

ある。

　このような認識に基づいて、本稿では北朝鮮の持続的な

経済成長のために必要な外国資本導入に焦点を当てること

にする。北朝鮮は1950年代後半～60年代に「自立的民族経

済」建設路線を成立した。その後1970年代前半には借款・

設備延払い導入、1990年代には外国人直接投資を導入する

経験をしてきた。本稿では北朝鮮の外資導入の経験を分析

し、その教訓から北朝鮮の今後の対外経済政策の課題を検

討することとする。

1. 北朝鮮の「自立的民族経済」建設路線の成立 

1.1　1950年代前半：社会主義圏の対北朝鮮援助

　朝鮮戦争（1950～53）で荒廃化した北朝鮮が経済を復旧

するにあたっては社会主義圏の援助が非常に重要な役割を

果たした（表１）。1960年までの国家別対北朝鮮援助の内容

をみると、まずソ連は有無償合計で7.7億ドル（そのうち無

償援助7.3億ドル）を供与するなど最大の支援国であった。

中国は6.1億ドルを支援しソ連に続く第2の支援国であっ

た。その他、東ヨーロッパの各国が1950年代まで約4.7億ド

ルを支援した。

　社会主義圏の援助が北朝鮮政府の財政予算に占める割合

は1954年には31.4％、55年には21.6％となった（表2）。北朝

鮮は1957年に社会主義圏の国際経済協力(分業)の枠組みで

あるCOMECONにオブザーバーの資格で参加したことも

あった。

　このような社会主義圏の援助を受け、北朝鮮は1950年代

に発電所、製鉄、セメント、肥料、機械などの重工業分野

を中心に経済復旧を果たした。1954～56年間の「戦後復旧

3ヵ年計画」期間中に工業部門に投資された398億ウォンの

うち重工業部門が81.1％、軽工業部門が18.9％を占めるな

ど重工業優先の投資が行われた1。

1.2　1950年代後半のソ連援助の減少と1960年代「自

立的民族経済」建設路線の確立 

　ソ連共産党は1956年2月に第20回大会を開き、フルシ

チョフ第1書記がスターリンを批判し集団的指導の党運営

および資本主義圏との平和共存政策を採るようになった。

このようなソ連の変化は北朝鮮にも大きな影響を与えた。

金日成首相（当時）の指導体制に批判的なグループがソ連

の変化を受け、朝鮮労働党内部で反金日成運動を積極化し

た。これが、北朝鮮でのいわゆる「反宗派闘争」（1956-58

年）であった。この政治闘争の国内的な背景には経済政策

を巡る論争があった。即ち、経済発展のための「蓄積の方

式」において、金日成グループは重工業優先政策を、反金
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合　　　計1971～801961～701945～60
計有　償無　償計有　償無　償計有　償無　償計有　償無　償

1,522.3791.0731.3442.0442.0314.0314.0766.335.0731.3ソ連
925.5189.5736.0283.03.0280.029.029.0613.5157.5456.0中国
136.4136.435.035.0101.4101.4東ドイツ
3.93.93.93.9ハンガリー
22.522.522.522.5ルーマニア
91.091.091.091.0ポーランド
234.0234.0234.0234.0チェコ
12.512.512.512.5ブルガリア

2,948.0980.51,967.5725.0445.0280.0378.0343.035.01,845.0192.51,652.5合計
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日成グループは軽工業優先政策を主張したのである。重工

業と軽工業が各々蓄積と消費の基本要素であり、重工業と

軽工業の優先問題は蓄積と消費のバランス問題でもある2。

反金日成グループは重工業優先政策を批判し、「重工業は

当分の間外国に依存し、援助を軽工業に投資し、人民生活

を向上させ、そこで蓄積された資金で次第に重工業に投資

する」と主張した3。

　この政治闘争をきっかけに金日成首相はソ連と中国の内

政介入と労働党内の親中・親ソ勢力を排除し、ソ連と中国

の一方に偏らない自主的な外交政策を採るようになった。

1956年12月の朝鮮労働党総会はソ連への依存を軽減するた

め「内部源泉と予備4を最大に探究し利用する」という経済

的自立の方針を定めた。その後1957年からの「5カ年計画」

（1957～60年）は援助の急激な減少を前提にせざるをえな

かった。政府財政の予算歳入に占める援助の割合は1956年

の16.5％から57年12.2％、60年には2.0％まで急減した（表

2）。

　このような状況の下で1957年から行われた「千里馬運動」

と、これを継承した1959年からの「千里馬作業班運動」は、

社会主義の政治思想に基づいた集団的競争運動として、国

内資源の徹底的利用と労働力の集中投入により経済成長を

目指した政策であった。特にこの運動は労働者賃金の引き

上げ、消費財生産拡大という「物質的誘引策」とともに行

われることにより国民の能動的な参加を呼びかけ、成功し

た。北朝鮮は1962年 10月 最高人民会議3期 1次会議で社会

主義圏のCOMECON体制を拒み、「自立的民族経済」建設

路線を公式的に命名し推進することになった。1960年代の

社会主義圏の対北朝鮮援助規模は有無償合計で10年間3.8

億ドルと大幅に減少した（表1）。

　1960年代の北朝鮮経済は、援助に期待せず、国内資源と

集団主義的な労力投入によるものであった。「主体思想」

は、この時期に北朝鮮の国家指導思想として確立された5。

　しかし、経済の面で北朝鮮が自立的に経済を建設すると

しても現実には困難があった。1960年代において原資財の

供給は不足し、工場稼働率を下落させる主要な要因となっ

た6。1965年以降ベトナム戦争の拡大と韓国のベトナム戦

争への参戦により、北朝鮮の国防に対する投資はさらに強

化された7。軽工業への投資減少により消費財の供給が減

少し、労働者の賃金もほぼ凍結された8。1966年になると、

北朝鮮の工業総生産は朝鮮戦争後初めて負の成長を示すほ

ど危機が現れた（図1）。その最も大きな原因は資源投入の

減少による蓄積の減少、国防費支出の増大であったと考え

られる。

　このような蓄積の危機を北朝鮮が乗り越えることができ

たのは、北朝鮮とソ連との関係回復であった。1966年に文

化革命を起こした中国と自主路線の北朝鮮が対立したこと

により、北朝鮮とソ連は1966年6月に「1967～70年間技術お

よび経済援助に関する協定」を結び、また67年3月には「経

済および科学技術協定」を結んだ。この時期にソ連の援助

を受け、製油施設（勝利化学工場）と重油火力発電所（先

鋒火力、20万kW）、平壌火力（40万kW）、北倉火力（60万

kW）などが新設された。 

　1970年の時点で、北朝鮮は総人口が約1,400万人、一人当

たり���が286ドルであり、韓国の人口約3,100万人、一人

当たり���203ドルに比べ、人口は半分以下になっていな

がらも一人当たり���は韓国を上回る水準となった9。
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19601959195819571956195519541953財 政 歳 入
95.992.993.582.274.460.350.252.0社会主義経理収入
2.12.22.35.68.89.212.619.7租税
2.04.94.212.216.521.631.418.5援助

0.38.95.89.8その他
100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0合計
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2. 1970年代における北朝鮮の経済開発と「外資」導入

2.1　��������	
��
��������������

　1970年代に入り国際情勢は大きく変わった。米・中およ

び日・中関係の改善など東西デタントが形成され、朝鮮半

島にも大きな影響を与えた。北朝鮮と韓国との間には朝鮮

戦争以降始めての南北対話が開始し、「7・4南北共同声明」

（1972年）が発表された。日本と北朝鮮との間には「貿易

促進に関する合意書」（1972年）が調印され、両国間の貿易

が正常化した10。西ヨーロッパの各国も北朝鮮との貿易を

実現することとなった。

　一方、ソ連などの対北朝鮮援助は1970年代に入り増加し

た（表1）とはいえ実際には援助が順調に行われなかった。

ソ連と東ヨーロッパ諸国が1970年代初、特にオイルショッ

クの前後に対西側貿易赤字と債務が深化し、対外経済支援

を持続する力が弱まったのである11。

　このような状況の下で、北朝鮮は「６ヵ年計画」（1971～
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金　額契約年度項　　目国　名金　額契約年度項　　目国　名
スウェーデン西 ド イ ツ

321973乗用車41970水力発電
61974トラック251972肥料
131974酪農機械51973水力発電
561974鉱山設備241973銀行借款
61974発電機601974銀行借款
21974ベアリング181974合成樹脂
231975鉄鉱濃縮301974火力発電
81977鉱山設備167計

146計フ ラ ン ス
イ ギ リ ス31970皮革

621973～74現金借款791972石油化学
フィンランド71972穀物借款

381972製紙501973穀物借款
イ タ リ ア631973現金借款

341974～76機械類71974コンピューター
ベ ル ギ ー71974石油化学廃水処理

401973機械類51975現金借款
オ ラ ン ダ201975工作機械

191969漁船241計
ス イ スオーストリア

121974時計21970水力発電
日　　　　本351972肥料

121972石油化学41972電解石炭
531972繊維41973水力発電
861973セメント221974マグネシャークリンカ
111973繊維61974火力発電
481974港湾73計
751974繊維デンマーク
331975セメント641974セメント
171976電子通信51974冷凍機
400計0.31974無線機

1,301.3合　　計69.3計
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76）期間中、国内資源では足りない資本蓄積を補うため社

会主義圏に限られてきた設備導入を資本主義圏に拡大した

のである。資本主義圏からの導入の内容をみると、政府間

の開発援助借款（ODA）はなく、西ドイツ連邦銀行からの

公共借款6千万ドル以外は商業銀行・企業などからの借款・

設備延払い導入が殆どであった（表3）。総計約13億ドルの

うち設備輸出が約10.3億ドル、借款供与は約2.7億ドルであ

り、直接投資は無かった12。

　これに伴い、北朝鮮の貿易も1970年の7.3億ドル水準から

74年には19.7億ドルまで急増した。1970～74年間に資本主

義圏との貿易の割合は17.3％から51.6％まで上昇した。対

社会主義圏との貿易は年平均12.2％増加したのに比べ、資

本主義圏との貿易は年平均68.4％の増加率を示したのであ

る。輸出の増加よりは輸入の急増が目立った。1970～74年

間の輸出増加率が年平均23.6％であったのに比べ、輸入増

加率は年平均31.7％と高かった。このように1970年代前半

に輸入が急速に増加し、貿易赤字も増加した（図2）。

2.2　対外債務返済不能の「デフォールト」発生

　「６ヵ年計画」を成功させるため、社会主義圏の代わりに

資本主義圏から資本財および新技術を導入する動きが短期

間に間に急速に行われた。しかし、返済に求められる輸出

の増加は輸入の増加分をカバーすることができなかった。

その主要な要因としては、1973年の第一次オイルショック

の影響で輸入原資財の価格が上昇し、また世界経済の不況

により、北朝鮮の主要輸出商品であった亜鉛・鉛など非鉄

金属の輸出価格が下落し、逆に機械設備などの輸入品の価

格が上昇したことが挙げられる。従って、1970年代前半の

北朝鮮の外国為替事情は急速に悪化し、返済能力が失われ

ることとなってしまった。1975年に北朝鮮の対外債務総額

は総計約17億ドル（対社会主義圏7億ドル、対資本主義圏約

10億ドル）となった。西ドイツの輸出保険会社ヘルメス

（Hermesu）社は1975年7月に北朝鮮に対する輸出保険の

引受けを停止しており、日本の輸出入銀行は借款供与を拒

否し通産省も輸出保険業務を事実上中断した。北朝鮮は債

権各国と債務の繰延べ交渉を行い、支払期日延期を合意し

たが返済履行はできない状態が続いた。結局、1981年末現

在で北朝鮮の対外債務は利子の増加により、ソ連7億ドル、

中国3.3億ドルとともに、西欧銀行債権団に6.3億ドル、日本

3.4億ドル、西ヨーロッパ各国合計10億ドルで、総計30億ド

ルにまで上昇した。西ヨーロッパ各国は北朝鮮と1989年ま

でに債務返済の繰延べと分割償還することに合意したが、

北朝鮮が分割償還もできないことになり、1987年西欧銀行

債権団は遂に「デフォールト」宣言を行った。

　日本の場合は、北朝鮮について「デフォールト」宣言を

して輸出保険で処理することを回避し、継続的な支払い延

期に合議してきた。北朝鮮は日本に対し1983年6月まで一

部の元金0.9億西独マルク（約100億円）と金利300億円を返

済したことを最後に返済を停止している。1983年 7月現在

の日本に対する未決済元本は約6.1億西独マルクとなって

いる13。
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2.3　北朝鮮の対外債務問題の現状

　北朝鮮が国連に提出した資料によると、1995年末の時点

で対外債務残高は76.5億ドルとなっている。一方、OECD

の資料によると、北朝鮮の対外債務残高は95年78.5億ドル、

98年74.3億ドルとなっている（表4）。また、韓国銀行は95年

120億ドル、98年121億ドルと推計している14。　

　IMF基準によると、債務合計額の輸出額（年額）に対す

る比率（DSR）が2.2以上で、一人当たりGDPが695ドル以

下になる国家は「重債務貧困国」となっている15。世界銀行

（IBRD）による北朝鮮の対外債務データ、韓国投資貿易公

社（KOTRA）の北朝鮮貿易データ、韓国統一部の南北貿

易データ、韓国銀行による北朝鮮GDP推計データなどか

ら、北朝鮮の債務返済能力（DSR）を推計したのが表5で

ある。この分析結果は北朝鮮が1998年の時点で「重債務貧

困国」になっていることを示している。

3.　1980年代以降における北朝鮮の外資導入：外国人直

接投資（���）の誘致開始

　1970年代に資本主義圏からの借款や設備延払い導入は北

朝鮮の返済不能の状態により失敗した。北朝鮮政府は1980

年代に入ってから外国人直接投資を誘致する政策を打ち出

した。時期別に3段階に区分して分析する。

3.1　第1段階 : 1980年から85年まで（経済開放政策の

模索：「合弁法」制定） 

　この時期は北朝鮮が中国の改革・開放政策に影響を受け

て中国式の開放政策を試験的に導入した時期である。1980

年10月、朝鮮労働党第6次大会で金日成主席は、対外貿易の

対西側開放と 資本及び技術導入を宣言した。しかし、具体

的な制度的後押しはなかった。その後1983年 北朝鮮代表

団が中国の深�を視察し、中国の開放現状を調査した。こ

の結果1984年1月 最高人民会議の第7期3次会議で「対外経

済事業及び貿易拡大発展方針」を採択し、合弁法を制定

（1984.9）するなど、制度整備が始まった。
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74.374.876.778.577.275.465.956.348.846.041.8外債残高
6.511.09.19.610.212.011.911.218.616.917.9輸出額
11.46.88.48.27.66.35.55.02.62.72.3���
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19981997199619951994199319921991199019891988
329362440506353377299299312295376����諸国長期外債外債残高
504448���

279254312342171145419109130112102公共借款
6480164182232180190182183274金融機関

2442多国間
6,1806,1806,1806,1806,1806,1805,2524,4633,5893,5293,150���������

6,5346,5456,6226,6866,3546,5585,5514,7623,9013,8243,527計
223330341413316201275334451331215金融機関短期外債
674602709753865784762531527449438輸出信用
8979321,0501,1661,1819851,037885978780653計

7,4307,4777,6727,8527,7157,5436,5885,6274,8794,6044,180合計

3850781071127250615910578����諸国長期外債返済
11���

1237413535272521202821公共借款
2613377177452640387757金融機関

多国間
761007122���������

3850781071121485016112910780計
3032497988803140346842元本
8182928246819121953929利子
406267771491426352821利子短期外債
7811214518412615764187165135102合計
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������

�����������	�
��
���

　しかし経済政策の基本は社会主義計画経済と「工場党委

員会」中心の工業管理体系を維持する等、経済制度の改革

を実施することはなかった。中国の改革・開放政策は、商

品経済（市場経済）導入、「人民公社」廃止（家族経営実

施）、価格現実化、工場党委員会中心制から工場長中心制へ

の工業管理制度改革などを実施することであったが、北朝

鮮では中国式の経済改革政策が採用されなかったのであ

る。

3.2　第2段階 : 1986年から91年まで （経済開放政策を

否定、在日総連系の投資誘致）

　対外経済開放を推進しようとしていた北朝鮮は中国共産

党内の路線葛藤を見て、開放政策に対し否定的な立場をと

ることとなった。この時期の経済計画である第3次7か年計

画（1987～93）では、資本主義圏との経済協力は排除され

た。

　一方、合弁法は資本主義圏との経済協力よりは主に日本

にある朝鮮総連系の対北朝鮮投資(=愛国事業)のための法

的装置として機能した17。1986年から 91年までに大蔵省に

申告された朝鮮総連系企業の対北朝鮮投資は合計32件、

3,132万ドルであった。投資額面では主に1988～89年に集

中しており、業種別には繊維部門が最も大きな比重を占め

た。

3.3　第3段階 : 1992年から97年まで（一部地域の開放：

羅津・先鋒地帯）

　この時期は、ソ連の崩壊によりエネルギー、技術、資本

財など導入が急激に減少し、北朝鮮経済も危機に巻き込ま

れた時期である。北朝鮮としては資本主義圏との経済協力

を再推進するしかなかった。このような背景で、「羅津・先

鋒自由経済貿易地帯」が1991年12月に創設された18。

　その内容は、羅津・先鋒地区を「特恵的な貿易及び中継

輸送と輸出加工、金融、サービス地域」（自由経済貿易地

帯法第2条）として開発することであった。このような対外

経済協力政策の進展について、北朝鮮は民族経済の主体的

発展過程と国際協力の客観的条件が結合したことと説明し

ている。金日成総合大学のキム・スヨン教授は1995年10月、

東京での講演で次のように北朝鮮の対外経済政策を説明し

た19。

「共和国（注：北朝鮮）は初めから国内市場重視の経済

発展モデルを選んだ。これは内部蓄積を源泉として国内

市場需要を自体生産で満たし、自己資源、資本、技術、

人材を活用して国内経済を建設することである。北朝鮮

が処した主観的（戦後のゼロ状態からの復興）・客観的

（資本主義国家の対北朝鮮封鎖）条件をよく反映したも

のである。これは自立的民族経済建設方針として確立さ

れ、その過程は対外経済交流と密接な関係を持って社会

主義、資本主義国家と交流拡大を図ってきた。その結

果、1980年代には相互依存がより深化し、対外経済交流

の新しい段階としての発展が要求され、貿易一辺倒から

合弁、合作（1984年合弁法）に発展した。1990年代に冷

戦構造の緩和によって理念を越えた経済交流が世界的な

趨勢になっており、また、北朝鮮の対外経済交流の70%

を占めてきた社会主義圏の崩壊が北朝鮮の自立的経済建

設路線の政策変化を要求するようになった。すなわち、

国内経済発展の国としての必要性と交流協力という世界

経済の推移に伴う主・客観的条件で、1991年 12月、羅津

先鋒自由経済貿易地帯が創設されたのである。1993年12

月の党中央委員会第6期21次総会で 第3次7か年計画の総

括を通じて、①新技術の導入、②外貨収支の均衡、③地

域協力の強化を通した北東アジアの平和安全保障、④貿

易第一主義の貫徹、などを目標とした新しい経済開放政

策を持ち出すようになった。」

　しかし、羅津・先鋒経済特区政策は、1994年まではいわ

ゆる「核兵器開発疑惑」による米朝間の対立などにより本

格的な前進がなかった。1995年からは洪水・干ばつなどの

自然災害による深刻な食糧危機の発生、エネルギー・原資

材不足による工場稼動率の低下などにより北朝鮮は経済危

機に陥ることになった。

　1996年9月には羅津・先鋒地帯内で初めての国際投資

フォーラムが開催され、香港エンペラー・グループのホテ

ル建設（1億8,000万ドル）など4件の契約（2億6,500万ドル）

と12件の合意（5億6,280万ドル）が成立した。

　1997年６月に北朝鮮政府は、羅津・先鋒地帯の投資環境

を改善するため、①投資関連の権限を羅津・先鋒地帯当局

へ大幅に委任（one-stop-system）、②市場価格システムの導

入（配給制度を廃止し、独立採算制を全面的に実施）、③

為替レートの一本化（200ウォン/ドル）、④自営業の認定お

よび自由市場の開設、⑤鉄道管理システムの一元化、⑥市

場経済システムの教育（人材育成）、などを実施した。その
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結果、羅津・先鋒地帯は、北朝鮮において市場経済方式が

導入された唯一の地域として位置付けられることとなっ

た。

　しかし、1997年の外資導入は契約ベースで5千万ドルま

で落ち込み、多くの契約済み投資も実行が延期された。こ

れについては、羅津・先鋒地帯のインフラの未整備など、

投資環境の問題のほか、アジアの経済危機も一因となって

いる。

　北朝鮮の対外経済協力推進委員会の発表によると、1997

年12月末現在、羅津・先鋒地帯への外国投資として、中国、

香港、タイ、日本などからの111件、7.5億ﾄﾞﾙが契約され、

そのうち77件、5,792万ﾄﾞﾙが実行された。

3.4 第4段階 : 1998年から2000年まで（市場経済を否

定、羅津・先鋒地帯の開放持続、南北経済協力の進展）

　北朝鮮が経済危機を経験しているうちに発生したアジア

通貨危機により、北朝鮮は世界市場経済に対する否定的な

立場を強化した。1998年以降、羅津・先鋒地帯は公式名称

が「自由経済貿易地帯」から「経済貿易地帯」に変わり

「自由」という表現が削除された。また、北朝鮮政府は重

工業優先の「自立的民族経済建設」政策を強化した。

　この時期の経済政策は、「党の革命的経済政策」という表

現でよく現れている。2000年3月当時の労働党軍需工業部

第１副部長朴松奉（2001年2月死亡）は『勤労者』2000年3

月号で、「党の革命的経済政策」が、「帝国主義者の経済封

鎖が強化され、社会主義市場がなくなった現実的状況に相

応しく、経済問題と人民生活問題を解決するための社会主

義経済建設の最も正確な指導指針」であることを主張し

た20。 その政策の内容は、①「強盛大国建設」21という国家

的目標を達成するため、「われわれ式」の経済基盤を保存す

ること、②資本主義的な「改革」、「改編」を受け入れるの

はありえないこと（市場経済は経済的混乱を及ぶ）、③経済

に対する国家の中央集権的及び計画的指導管理の原則を堅

持すること、④政治・道徳的刺激を優先するうえで物質的

刺激を適切に配合する原則と経済事業での実利を追求する

こと、⑤金属・機械工業部門など経済の中心部門を優先的

に解決し他の問題を順次解決すること、などであった。

　しかし、一方で1998年9月に開かれた第10期最高人民会

議1次会議で、憲法が改正され、経済分野に実用的な改善条

項が作られた。新憲法では、個人所有の制限緩和、経済運

営における原価・価格・収益性などの概念の重視、特別経

済地区の明記などがそれである。

　また、北朝鮮は1999年2月に外国人直接投資に関する法

律を改正し、外国人投資の対象地域を基本的に羅津・先鋒

地帯に制限した22。そして中央政府の管理機能を強化し

た23。

　現在、羅津・先鋒地帯は、観光と物流中継基地としての

開発が優先されている。2000年10月には香港エンペラー・

グループによるカジノホテルが営業を開始した。また、羅

津港を中継して中国吉林省の貿易貨物を取り扱うトラン

ジット基地としての役割も増加しつつある。問題は中国国

境からの道路・鉄道などのインフラ整備が遅れていること

で、地帯当局は最重点項目として道路整備のための資金調

達を急いでいる。一方、輸出加工産業では水産物加工など

小規模な投資実績が見られるにとどまっている。2000年7

月現在、投資契約額は5億2千万ドル、実行額は約2億2千万

ドルと言われている24。

　一方、北朝鮮と韓国との経済協力をみると、1998年に登
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実際投資額契約額地　域承認日業　　　種企　　　業
512512南浦95. 5.17シャツ、ジャケット、カバン大宇
553580金剛山97. 5.22ミネラルウォータ太昌
179311平壌97.11.14医薬品禄十字
647元山など98. 3.13水産物美興食品

3691,000平壌など98. 6.18新品種開発韓国トウモロコシ財団
165羅津98. 8.28ホタテ養殖��　商社/太榮水産
2060平壌98. 8.28不動産開発���������	

14,00016,214金剛山98. 9. 7金剛山観光現代建設
1213金剛山98.11.11金剛山通信現代電子
5015,403南浦00. 1. 7自動車組立平和自動車
2973北京00. 3.13�/� 共同開発三星電子

16,18224,278合計
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場した韓国金大中政権の対北和解政策もあり、韓国企業の

対北投資が活性化した。現代グループの故鄭周永前名誉会

長は98年6月、牛群を連れて北朝鮮を訪問し、金剛山観光に

対する劇的な合意を成し遂げた。この事業は経済的打算が

赤字になるにもかかわらず民族的事業として進められるこ

とになった。2000年12月末現在、韓国政府から対北朝鮮投

資承認を受けた件数18件（95年1件、97年5件、98年9件、99

年1件、2000年2件）のうち軽水炉関連事業4件を除いて投資

実行中の件数は11件である。投資金額の面では投資契約合

計約2.4億ドル、投資実行額約1.6億ドルで、このうち現代グ

ループの金剛山観光開発事業が約1.4億ドルと圧倒的な

シェアを占めている（表6）。

3.5　第5段階 : 2001年以降現在（世界市場経済との協力

拡大を模索）

　北朝鮮の『労働新聞』正論（2000.10.3）によると、北朝

鮮は1995年から2000年まで6年間「苦難の行軍」という過酷

な試練を経験し、これを成功裏に終了したという25。特に、

2000年6月の南北首脳会談以降、朝鮮半島を巡る国際情勢

は緊張緩和を求める動きが活発になっており、ヨーロッパ

連合（EU）が北朝鮮と国交を正常化することにまで至った。

　しかし一方で、北朝鮮の「核・ミサイル」や通常戦力の

脅威を重視し、ミサイル防衛（MD）構想を実現しようと

するブッシュ米政権が登場しており、これに中国、ロシア

などが反発し、朝鮮半島は新たな冷戦構造に巻き込まれる

懸念もあるのが現実である。

　このように不透明な国際情勢の中で北朝鮮の2001年新年

共同社説26は、今年の課題について新しい「新思考」の概念

を取り上げた。北朝鮮の体制を崩そうとしない国家とは関

係を改善し、国の経済力を強力にするために思考を根本的

に革新するということである。

　金正日総書記の中国上海視察（2001年1月16～19日）以降、

2月に貿易省の官吏数人が上海を訪問し経済状況を視察し

ており、3月には貿易省と財政省の官吏数人が米国を訪問

し視察するなど、北朝鮮の「経済外交」が活発になりつつ

ある。韓国開発研究院（KDI）の調査によると2001年に入

り5月まで北朝鮮政府は海外に派遣した経済視察・研修団は

米国、中国、EU、シンガポールなど12カ国に12回に亘って

いる（表7）。

　北朝鮮においてこのような動きが資本主義市場経済を学

習するためであるとは断定できないが、国際貿易、新技術

などに関する新しい情報を習得しようとすることは確かで

ある。

4. 北朝鮮の経済開発と「外資」導入の意味

4.1　北朝鮮の経済開発の課題

　今後、北朝鮮経済が成長を図るためには、既存の経済構
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内　　　容招請機関訪　問　者期　間訪　問　国
工業団地視察電子工業省7人1.17マレーシア
工業団地視察貿易省など20人2月中国
豪：農業、鉱業、電力部門協力、投資保証協
定

オーストラリア貿易振興
庁

貿易省、外務省など2.18～オーストラリア
3.2ブルネイ

ブルネイ：原油加工貿易などシンガポール
インドネシア

洪水防止計画洪水被害対策委員会2.23～米国
3.10

国際経済セミナー参加�������外務省、貿易省、貿易銀行など2.27～米国
����������3.4

風力発電など研修��������電力部門技術者3月米国
���������3週間

ジャガイモ加工設備輸入農業省8人3月オランダ
中国

市場経済研修�����大学生4人4月ドイツ
オーストリア

投資商談イタリア貿易産業省貿易省副相金奉益、千里馬自動車・
銀河貿易など

2.28～イタリア
3.5

工業団地視察朝・台経済科学技術協力協会3人3.28～台湾
4.5

農業技術習得農業科学研究所5人3.17～米国
3.18

国際市場経済研修大学生派遣、工場視察��������国際貿易促進委員会副委員長金正
基、副委員長金正基、大学教授など

5.22米国
�����
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造での産業生産を正常化することがまず先に必要であろ

う。北朝鮮の産業構造は工業の比重が高い業化が進んだ構

造であるので、産業間労働力の急速な移動は経済不安定を

増加させることになる。問題は、既存の産業構造を無視せ

ず、「国家経済力」を如何に発展させるかである。このため

には北朝鮮の産業の特性を分かることが重要である。本稿

では、2000年5月に�����の宍戸駿太郎氏が作成した「東

北アジア 7地域 各地域 産業関連表」(1995年基準)の中の北

朝鮮産業連関表を使うことにした27。

　表8は北朝鮮の最終需要項目別の生産誘発係数を推計し

たものである。これをみると、国内消費により生産が大き

く誘発される産業部門は農業、食料品、化学、商業、その

他サービス部門などである。また、政府投資により生産が

大きく誘発される産業部門は窯業、鉄鋼、機械、建設部門

などである。そして、輸出により生産が比較的大きく誘発

される産業部門は衣類、化学、非鉄金属、電気・電子部門

などである。

　私見では北朝鮮経済が国際経済との交流を拡大しながら

持続的な発展を果たすためには輸出産業部門を主要な産業

として育成する必要があると考えられる。国内財源が不足

している北朝鮮において輸出産業の育成、国際経済との交

流増大のための交通施設などのインフラ整備、農業基盤整

備などに「外資」の導入が欠かせない課題になるであろう。

4.2 北朝鮮の「外資」に対する捉え方の変化

　北朝鮮は、「外資」に対し理論的には＜海外経済膨張と略

奪のための手段＞である立場を取っている。北朝鮮の出版

物28によると、資本主義国家の援助は「協調」、「開発」など

の偽善な名を取り、海外侵略と略奪の手段となっている。

さらに、「経済協力開発機構（OECD）」、「国際通貨基金

（IMF）」、「国際復興開発銀行（IBRD）」などの国際経済機

構が帝国主義的援助の侵略的、略奪的性格を隠し、＜合法

化＞する目的で利用されていると批判されている。

しかし現実には、北朝鮮は1994年から「国際通貨基金

（IMF）」と「国際復興開発銀行（IBRD）」への加入と関連

する条件を検討してきた29。1997年4月にADB加入意向書
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生産誘発係数
産業部門No.

生産誘発依存度
最終需要輸出投資消費消費投資輸出最終需要
0.23220.26100.04800.3428農業10.88210.07530.04261.0000
0.00740.01160.00590.0080林業20.64950.29080.05971.0000
0.02170.02390.00040.0346漁業30.95130.00710.04161.0000
0.01020.02970.01180.0079石炭業40.46580.42380.11041.0000
0.02120.02320.02090.0212原油、ガス50.59820.36030.04151.0000
0.00530.01800.00980.0017金属鉱業60.19520.67650.12831.0000
0.01860.03890.04020.0041その他鉱業70.13280.78800.07921.0000
0.08910.13050.00480.1379食料品、たばこ80.92480.01970.05551.0000
0.07240.39430.00890.0908繊維・身廻品90.74910.04470.20621.0000
0.00980.00660.01700.0056製材、木製品100.34360.63090.02551.0000
0.00940.00090.01440.0068家具110.43450.56190.00361.0000
0.03050.03370.02270.0351紙、パルプ120.68720.27090.04181.0000
0.01850.01060.00860.0251印刷、出版130.80950.16880.02171.0000
0.12520.27380.08330.1414化学140.67470.24250.08281.0000
0.04540.04730.04490.0455石油、石炭製品150.59960.36090.03951.0000
0.00700.01190.00890.0055ゴム製品160.47250.46290.06461.0000
0.00900.01770.00180.0129皮革製品170.85410.07150.07441.0000
0.09270.03870.22020.0183窯業180.11790.86630.01581.0000
0.10350.16910.22050.0279鉄鋼190.16100.77710.06191.0000
0.03510.11110.06340.0130非鉄200.22160.65850.11991.0000
0.04170.09900.07900.0153金属製品210.21980.69030.08991.0000
0.10170.07870.22480.0280一般機械220.16470.80590.02931.0000
0.11030.34020.19100.0465電気機械230.25180.63140.11681.0000
0.03870.01830.07350.0187自動車・航空機240.28900.69310.01791.0000
0.01050.00140.02480.0024その他輸送機械250.13420.86070.00511.0000
0.02460.01330.05220.0085精密機械260.20620.77330.02051.0000
0.03490.10670.03270.0316その他製造業270.54210.34200.11591.0000
0.22100.01110.57320.0194建設280.05250.94560.00191.0000
0.04920.05520.05380.0461電力・ガス290.55910.39850.04241.0000
0.13020.04980.09870.1545商業300.70910.27650.01451.0000
0.06670.03780.04740.0802運輸310.71910.25940.02151.0000
0.02200.01130.01410.0274通信320.74580.23470.01951.0000
0.16330.08840.12410.1919金融・不動産330.70240.27710.02051.0000
0.25690.08920.10070.3629その他サービス340.84390.14290.01311.0000
2.23592.65302.54652.0200全産業0.53980.41530.04491.0000
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を提出したことがある30。その後、1998年から2000年上半

期までは上記の第3.4節で見たように北朝鮮政府が世界市

場経済システムに対する反対を鮮明にしたため、国際金融

機関への加入の動きはなかった。南北首脳会談後の2000年

8月21日、北朝鮮貿易省の金竜文副相はADB総裁に手紙を

出し、加入意思を再表明した。また、一部の新聞報道によ

ると、2001年2月27日～3月4日まで米国を視察した北朝鮮

の代表団（団長：韓成烈外務省副局長）が「国際通貨基金

（���）」と「国際復興開発銀行（IBRD）」への加入意思を

明らかにしたという31。しかし、未だに米国と日本は北朝

鮮の国際金融機構への加入をミサイル問題および日本人拉

致疑惑問題と連係しており、加入を了解していない状態で

ある。北朝鮮が国際金融機構に加入するためには、米国が

北朝鮮を「テロ支援国」のリストから削除し、北朝鮮が国

際金融機構に加入することを反対しないことが前提条件と

なっている32。米国の国際金融機関法（International 

Financial Institutions Act）は米国政府が「テロ支援国」に

対する国際金融機構の借款供与に反対するよう規定してい

るからである。

　以上のように北朝鮮は1990年代に米国の反対があったも

のの国際金融機構に加入しようとする動きを見せている。

1998年以降の約3年間に否定的な立場を取ったとはいえ、

基本的には資本主義圏からの開発資金導入に対して真剣に

考えているとみられる。

　北朝鮮は「外資」に対し否定的なとらえ方を考え直し、

自立的経済成長と「外資」導入の相関関係を真剣に考慮す

る必要があると思われる。

4.　結論：北朝鮮経済の今後の課題

　北朝鮮は歴史上2度にわたり、即ち1970年代の借款・設備

延払い導入と90年代の外国人直接投資という資本主義圏の

「外資」と接触した。しかし、その「外資導入」が経済成

長に繋がることはできなかった。このような「外資」に対

する過去の失敗経験と「主体思想」の「自立的民族経済」

建設路線により、北朝鮮は「外資」に対する慎重な考え方

を取っている。しかし、一方では、資本主義圏からの開発

資金導入に対して真剣に考えていることも事実である。

　北朝鮮の過去経済開発の経験から次のような教訓が得ら

れる。

　第１に、「内部源泉と予備」の動員の限界である。1960年

代の経済建設はまさに国内資源と労働力の最大活用によっ

て行われたが、技術の現代化を伴わない建設は、結局時代

遅れになるしかなかった。

　第2に、集団主義的経済建設を補完する形で、生産力向上

のための「物質的誘引策（インセンティブ）」を強化する

ことは、北朝鮮の経済建設の基本路線に対し矛盾していな

いことである。1950年代末の「千里馬運動」と1970年代初

の生産競争運動は、賃金引き上げ、消費財生産拡大という

「物質的誘引策」とともに行われた。

　第3に、北朝鮮の経済構造が国内需要優先の供給構造を

取っているため、国際経済と国内経済との関係が弱い。

従って、輸入の増加を補う輸出の増加が困難になり、外貨

準備不足の状態に陥っている。

　第4に、輸出産業の脆弱の問題である。1970年代の輸出

は非鉄金属、金属製品など重工業用の原資財・一次金属製

品が圧倒的であった。この産業部門は材料費の比重が高

く、オイルショックにより世界経済に重工業需要の減少が

起きたとき、輸出価格が下落し採算性がなくなってしまう

のである。従って、材料費の割合が低い高付加価値産業分

野を育成し、補完的に労働集約的産業を育てることが外貨

獲得に重要である。

　以上のような教訓からみると、北朝鮮は「外資」即ち、

持続的経済成長のために海外から導入する開発資金・技術

及び直接投資をうまく利用し、世界市場経済との交流協力

を深めながら、これが自国経済の自立性を高める方向に繋

がるよう努力することが望ましいと考えられる。

　また、1990年代以降の経験からみると、北朝鮮が経済危

機を乗り越える過程での国際社会の協力は、北朝鮮の経済

安定化に大きな役割を果たしたといえる。北朝鮮の経済政

策が国際協力を求めて自国の安全と国際社会の平和・安全

に寄与する方向で作られることが望ましい。
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